
 

『雇用情勢改善等に伴い 雇用保険料率が引下げに』 
    

 ３月２９日に「雇用保険法等の一部を改正する法律案」が国会で成立し、平成２８年度（４月１日から２９

年３月３１日）の雇用保険料率が変更となった。 

 新しい雇用保険料率は、一般の事業で労働者負担４／１０００（１／１０００引下げ）、事業主負担７／１０

００（１．５／１０００引下げ）となった。事業主負担のうち、失業等給付の保険料率は４／１０００、雇用保険

二事業の保険料率は３／１０００だ。また、農林水産・清酒製造の事業では労働者負担５／１０００（１／１

０００引下げ）、事業主負担８／１０００（１．５／１０００引下げ）、建設の事業では、労働者負担５／１０００

（１／１０００引下げ）、事業主負担９／１０００（１．５／１０００引下げ）となった。今回の引下げは、雇用情勢

の改善に伴う失業率の低下と雇用保険料の積立金が６兆円に達していることなどが主な理由だ。１．

５／１０００の保険料率の引下げ効果を考えると、年収３００万円の従業員が１００人在籍している企業に

とって、年間４５万円の経費削減となる。そのほか、介護休業取得を後押しするために介護休業取得回

数を現行の原則１回から最大３回に増加、介護休業給付金についても４０％から６７％へ引き上げる措

置なども盛り込まれている。 

 

『外国人消費３兆４７７１億円 中国旅行者が突出』 
         

 観光庁は訪日外国人消費動向調査の平成２７年年間値の結果概要を発表した。訪日外国人全体の

旅行消費額に関しては、３兆４，７７１億円と推計され、前年（２兆２７８億円）と比べ７１．５％

増となった。また、訪日外国人旅行者数は１，９７４万人となり、前年（１，３４１万人）に比べ４７．

１％増と大きく伸び、１人当たり旅行支出も１７万６，１６７円と前年（１５万１，１７

４円）に比べ１６．５％増加した。これにより訪日外国人全体の旅行消費額が

増加した。 

 国籍・地域別に旅行消費額をみると、中国が初めて１兆円を超え、総額の

４割を占めた。費目別に旅行消費額をみると、買物代の構成比（４１．８％）が

前年（３５．２％）に比べ拡大している。国籍・地域別に費目別旅行消費額をみ

ると、中国の買物代が８，０８８億円と突出している。次いで台湾と香港の買物

代が高く、台湾が２，０００億円、香港が１，０００億円を超

えた。 

 中国の１人当たり旅行支出も前年に比べ１１．５％増加している。中国からの訪日

外国人旅行者数が２倍以上に増加（前年同期比１０７．３％増）したことで、平成２７

年の１人当たり旅行支出の主な増加要因となった。 

 
                 出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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